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論文内容の要旨
第 I 章序論
1801年の連合成立以降、アイルランドのナショナリズムには二つの大きな政治的傾向が存在した。第
一の傾向は、連合成立から主張されてきたイギリスからの完全な分離と共和国建設を目指す分離主義で
あり、第二の傾向は、 1870年代から大きく力を持つようになっていた、アイルランドに国内問題のため
の自治議会の設置を目指す自治 Home Rule 主義であった。この自治主義は、 1880年代半ば以降、アイ
ルランドだけでなく、イギリスにおいても一定の支持を獲得し、 1886年、 1893年、 1912年の三度にわたっ
て時の自由党政府がアイルランド自治法案を提出するという状況が生みだされていた。
このイギリスにおける自治の支持は研究史において長らく看過されてきた。分離主義に焦点を当てる
研究においても、自治主義に焦点を当てる研究においても、常に注目されてきたのはアイルランドにお
ける状況であって、それぞれがイギリスに対する運動をいかにして行ってきたかということが主な関心
となってきた。そのような研究の中で、自治を支持した自由党の動向は、完全な分離を避けるための妥
協の産物としてであったり、自らの政権運営のために自治を要求する国民党の票を利用するためとして
であったり、その主体性を考慮した分析はほとんど行われてこなかった。しかし、自由党と国民党の自
治構想には議離が存在しており、自由党は自らの構想、の実現を常に優先させていた。従来の研究史で主
な検討の対象となってきた国民党の要求する自治ではなく、この自由党が構想した自治の特殊性を明ら
かにすることが本論文の課題である。
自治問題が大きな政治的な争点となった時期、自由党は、世紀転換期までは自由貿易と自由放任を強
く志向し、両者を基盤にしていわゆる自由貿易の帝国の体制を構築することに大きく寄与した一方で、
Fhυ Fhυ 戸町
υ
世紀転換期以降は自由貿易と自由放任にある程度の修正を加えながら自由帝国主義を志向しており、イ
ギリス特殊の自由主義と帝国主義に基づく諸政策の重要な政策主体となっていた。この自由党の自治構
想、を明らかにすることによって、アイルランド問題、自治問題の相対化を行っていくことも本論文の課
題である。
自由党の自治構想、の検討とその相対化という目的に即して、本論文は三つの視角を利用する。第一は
財政史的な視角である。財政問題は自由党の構想と国民党の要求が最も希離した部分であるにもかかわ
らず、従来の研究史においてはほとんど検討が行われてこなかった。この問題から検討を開始すること
は国民党の要求とは異なる自由党の自治構想、の特殊性を明らかにする上で意義がある。さらに、財政問
題は他の二つの視角との連関も可能にする。第二の視角は帝国史的な視角である。自由党の帝国政策と
アイルランド政策は大きな関係を持つにもかかわらず、帝国史研究の成果はアイルランド史研究にほと
んど利用されてこなかった。第三の視角は連邦制史的な視角である。この視角は近年に自治問題にも利
用されているが、現在の連合王国の連邦化が強く念頭にあり、現在につながらなかった連邦構想につい
ては看過される傾向がある。自由党の自治構想、はまさにそれに当てはまるものである。
以上の課題と視角を採用して、本論文では、第 E章で1886年と 1893年のグラッドストンの自治法案提
出を、第E章でグラッドストンの1893年法案の否決後に設置された両国財政関係に関する王立委員会の
報告とそれに関する議論を、第W章で1912年のアスキスの自治法案提出をそれぞれ検討対象とした上
で、自由党の自治構想の特殊的な性格とその変化について考察していく。
第 E 章 グラッドストンの自治構想
本章では、グラッドストンの二つの自治法案提出の要因を財政問題に求め、両国の財政関係の変化と
各法案の財政規定がいかにしてそれに対処しようしていたかについての分析を試みる。
1801年の連合成立以来、徐々に統合が進んでいった両国財政は、アイルランドにおける担税力以上に
過大な税負担と浪費的支出という二つの問題を抱えていた。 1886年法案では、アイルランド自治議会に
財政的な責任を負わせ、浪費的な支出の抑制を図る一方で、失われつつある財政的余地の中で固定額の
拠出金を設定し、安定的な拠出金の確保と統一的な通商政策の維持のために関税と消費税に関する権限
を連合王国議会に留保することが規定された。 1893年法案では、浪費的な支出の抑制については1886年
法案と同様の方法で、拠出金については、原案では課税権の留保を伴う関税収入、修正案では収入に応
じて変動する拠出金というアイルランドの収支の余地とは直接的には関係ない金額が採用された。この
ようなイギリスの財政的利害の追求こそが自治法案提出の最大の財政的動機であったように思われる。
財政問題の解決のため、連合王国の単一制的な国制の変更が求められたとはいえ、アイルランドのさ
らなる分離が容認されたわけではなかった。 1893年法案ではアイルランド選出議員の存続によって、一
定の公式の関係が維持されるだけでなく、非公式の関係の重要性がいずれの法案においても指摘され
た。アイルランドの政治的な要求の実現による相互の善意に基づく理念的な関係が強調されると同時に、
通商政策に関する権限の留保によって、単一の通商圏としてのイギリスとアイルランドを維持し、経済
的な関係が継続することも重視された。アイルランド自治は連邦構想、の一部としても議論されるもので
あったが、単一の通商政策という観点については、グラッドストンの自治構想は「厳格な」連邦制への
認識に基づいたものであったと言える。グラッドストンの自治構想は、連合王国を現状の崩壊の危険を
抱える体制からより安定的な連邦制的枠組みに再編することによる統合強化の側面を持っており、実際
にそれは繰り返し主張されるものであった。
このアイルランドのイギリスに対する財政的従属の継続と、枠組みの変更による統合強化というこつ
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の側面を考えると、グラッドストンの自治構想は、グラッドストンの以前のアイルランド認識を大きく
転換させる自由主義的な政策であったというよりも、従来の自由貿易と自由放任という従来の全体的政
策を踏まえた帝国統合の色彩を帯びたものであったと言える。 1893年法案の否決、 1898年のグラッドス
トン本人の死去によって、グラッドストンの自治構想は頓挫することになったが、アスキスの1912年法
案と比較すると、財政、通商政策の面でより統合的な性格を帯びており、 1893年法案の否決後、自治問
題は世紀転換期の連合王国、帝国の在り方に関する政治的な論争の影響を後者は受けたように思われる。
第E章 1896年王立委員会最終報告
本章では、 1896年の王立委員会最終報告において、過大な税負担というアイルランドの財政的利害に
対する、支出の浪費的性格の改革というイギリスの利害の存在を検討した上で、委員会報告に関する議
論からその相対化を試みる。
1893年のグラッドストンの第二次自治法案の貴族院での否決後に任命された、イギリスとアイルラン
ドの財政関係に関する王立委員会は、同法案審議中に大きな混乱を招いた自治構想、の財政的側面を構築
するため、両国の財政関係、すなわち両国の相対的な担税力と拠出金、両国の財政関係史を検討するこ
とを目的としたものであった。その王立委員会の最終報告の分析から明らかになったのは、王立委員会
が任命された意図に基づいて、自治支持者を中心とした委員構成となったものの、アイルランドとイギ
リスのそれぞれの財政的利害の存在であった。アイルランドの自治支持者を中心にアイルランドにおけ
る過大な税負担問題、すなわちアイルランドの納税者がイギリスと比較して担税力以上の税を負担して
いるという状況が強く批判された一方で、イギリスの自治支持者、もっとも自治支持者というよりも自
由貿易主義者であり、グラッドストンの均衡財政政策を支えてきた元官僚や金融利害の代表者であった
フアラー、ウェルビー、カリーは、過大な税負担問題を批判はするものの、同時にアイルランドにおけ
る浪費的支出の傾向についても懸念を表明した。この点は、過去の自治法案に関する議論の際のグラッ
ドストンの主張と同じ路線にあるものであった。過大な税負担と浪費的な支出の関係についても、両者
の理解は異なった。前者が過大な税負担を批判すると同時に、浪費的な性格を帯びるに至った支出の増
大が過大な税負担に対する相殺的な効果を持っていたとして、支出面の問題を擁護したのに対して、後
者は浪費的な支出が税負担問題の相殺以上の意味を持っていたとして批判的な立場をとった。王立委員
会の最終報告が提出された時には、自由党はすでに野党となっており、グラッドストンも一線から退い
ていたため、王立委員会報告が直に新たな自治構想、に用いられるということはなかったので、最終的に
どちらの利害が優先されることになったかどうかは分からない。もっとも、過去の二度の自治法案の際
には、イギリスの財政的な利害がほぼ貫徹されていたことを考えると、自由党のグラッドストン内閣が
依然として政権の座にあったとしても、報告にあったようにアイルランドの財政的利害が強力に反映さ
れたとは思われない。いずれにしても、王立委員会報告も過去の二つの自治法案の審議の際と同様に、
アイルランドの財政的利害とイギリスの財政的利害という対立軸を内包するものであったと言えよう。
しかし、過去の自治法案に関する審議の際と同様のアイルランドとイギリスの財政的利害の対立とい
うものとは異なった側面も存在した。本論文は、自由党政府の自治構想、の財政的側面に注目して、グラッ
ドストンの自治法案の分析を試みてきたが、王立委員会報告の内容ではなく、報告の取り扱いをめぐる
審議を見ていくと、異なった論点の存在が明らかになる。自由党の均衡財政政策とアイルランドの税負
担の緩和という対立関係にあった二つの利害は、いずれも自治の実現を利害の達成の大前提としていた
のに対して、統一党の政策は自治を前提とはしておらず、異なった展開を見せた。本章でも示したよう
に、アイルランドの状況の緩和のために再生産的な支出を増加させるというレッキーの提示した救済的
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措置案は、均衡財政政策とそれに関連する自由放任政策とも、連合王国全体ではなく、アイルランドを
限定的な目標とした税負担の緩和を可能にする財政制度の分離とも、全く逆行した構想であったと言え
る。このような構想は統一党政権下での建設的ユニオニズム政策として実現されていくことになった。
さらに、レッキーのグラッドストン批判は後の状況との関連で興味深いものであった。レッキーも所属
した自由統一党のチェンバレンは、この審議の数年後に関税改革運動を開始し、半世紀以上にわたって
イギリスの国是となっていた自由貿易に対する挑戦を試みていくことになるが、その文脈の中にレッ
キーの批判も位置づけていく必要があるだろう。同時に、関税改革運動以外にも、自由放任政策の修正
も世紀転換期より徐々に進んで、いくことになるが、その点についても同じことが言えるだろう。
自由貿易政策については、レッキーのような統一党議員からだけでなく、レドモンドのような国民党
議員からも批判が行われた。グラッドストンの自治構想、の基盤にあったのは、相互の善意に基づく自発
的な関係維持であり、その結果として、連合王国と帝国の一体性が維持、強化されることになるという
考えであった。そのため、アイルランド側からの善意と自発性の表明は非常に重視されていた。それに
もかかわらず、グラッドストンの最重要政策の一つであった自由貿易政策への批判がアイルランドの指
導者から行われたという事態は重要な意義を持つものであっただろう。その自由貿易政策が現行の帝国
体制の基盤にあったことを考えると尚更である。
結局、王立委員会報告の結論は、任命後の政治情勢の変化によって、新たな自治構想、の財政的側面の
構築という任命の意図を実現させることはなかった。しかし、政治家だけでなく、専門家も含めた王立
委員会による財政関係への詳細な調査報告は財政問題における利害対立を明確に内包しており、自治問
題の財政的側面を理解する上で大きな価値を持つものであったと言える。世紀転換期に10年間継続した
統一党政府は王立委員会報告を受け入れることはなく、自らの建設的ユニオニズム政策と、グラッドス
トンとは異なる帝国政策を推進していったが、そのことは両国の財政関係の問題に大きな影響を与える
ものであった。
第N章アスキスの自治構想
本章では、世紀転換期以降の状況の変化を概観した上で、アスキスの自治法案提出の財政的背景とそ
の構想の中身の検討を行う。
1912年自治法案が当初の目的としていたのは、世紀転換期から建設的ユニオニズム政策と社会改革政
策によって急激に拡大したアイルランドにおける支出の増大と、それがアイルランドの収入を超過した
ために発生した、イギリスによる財政的な負担、すなわちアイルランドの支出超過分の補填という二つ
の財政問題に対応することであった。その文脈において、このアスキスの自治法案も従来言われてきた
ように自由党の議会戦略の一部という妥協的な産物ということには必ずしもならず、グラッドストンの
二つの自治法案と同様に、アイルランドとイギリスの聞の財政問題に積極的に関与していこうとしたも
のであった。その基盤となっていたのは、アイルランドがいかなる支出増大にも連合王国全体として対
応するべきであるという本国としてではなく、イギリスの負担を緩和するために財政を分離することで
アイルランドにその責任を負わせることが許されるような植民地としての認識であったように思われ
る。このアイルランド自治議会に自らの財政に責任を負わせ、イギリスの負担を緩和するという目的を
達成するための構造を、サミュエルが作成した法案の財政条項も過去の自治法案と同様に持っていた。
アイルランドへの「連邦」的な関係の導入というアスキスの構想は、当時の連邦制の基本原理と考え
られていた関税と消費税の中央への留保に反して、アイルランド自治議会にその権限の一部を与えるこ
とを含んでおり、法案反対派の批判するところとなった。彼らの批判は、アイルランド自治議会が権限
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を濫用し、イギリスに対する保護主義的な政策を採用するのではないかという危倶を念頭に置いたもの
であった。しかし、自治法案を提出した自由党政府は、アイルランドとの聞に一定の共通性、一体性を
見出しており、自治法案において権限に課されている制限とともに、その一体性がアイルランドとイギ
リスの連帯の維持を可能にすると考えていた。当時の連邦制の基本原理とみなされていたものに反して
まで、関税と消費税に関する権限がアイルランド自治議会に認められた背景には、財政的な問題に対処
する上で必要であったことに加えて、アイルランドとイギリスの聞に存在する不満を緩和し、アイルラ
ンドとイギリスの関係をより満足・信頼のできるものに再編成しようとする意図が存在したように思わ
れる。この財政的に大きな権限を自治議会に認めることは、アイルランドに限らず、過去の植民地政策
からの継続的なものであるとはいえ、分離主義的傾向を強めるものというよりも、逆にイギリスとの連
帯を強化する働きを持つものと考えられていたO その一方で、法案反対派はアイルランドとの共通性、
一体性に否定的な態度をとり、アイルランドの保護貿易への傾倒に強い危倶を抱いていた。その点で、
彼らはもちろんまず本国の一部と考えていたのだろうが、自治議会を認めた場合にイギリスからの分離
傾向を強く持ち得ると懸念され、直接的な統治が必要と考えられていた属領的な性格をアイルランドに
認めていたのではないだろうか。
アスキスによる 1912年法案の提出に際しては、アイルランド自治がスコットランドやウエールズ、さ
らにはイングランドへの自治議会の設置、つまり包括的な自治の第一歩であるという示唆が同時に行わ
れ、多くの議論がこの関連で行われることになった。その背景には、社会改革の進展などに伴って、中
央議会である連合王国議会は非常に多くの業務を抱えることになり、十分な審議の時聞が割けなくなり
つつあるという状況を、地方に一定の効率性を持った新たな地方団体を組織し、その議会に一部の業務
を移譲することによって改善していくべきであるという議論が存在していた。スコットランドやウエー
ルズに存在していた自治の要求も、連合王国全体への自治導入構想を促進させるものであった。これら
の議論を基盤として、 1912年法案がその第一歩として審議されていくことになったと言える。しかし、
アイルランド、スコットランド、ウエールズ、イングランドはそれぞれ必要としているものが異なって
おり、例えば、アイルランドで求められていた関税と消費税への権限は必ず、しも他では求められてはお
らず、包括的な自治の試みの一部とされていたために、 1912年法案の自治構想は、アイルランド独自の
要求に対して、スコットランドやウエールズからの同意を十分に得ることができなかったという側面も
存在していた。スコットランド選出議員たちの関税と消費税への権限の移譲に対する否定的な見解もそ
の一部だろう。このことを考えると、包括的な自治が示唆されたがために、 1912年法案は多くの困難に
直面することになってしまったとも言える。アイルランド自治が従来の自治領への自治権付与の延長線
上との性格が念頭に置いていた一方で、スコットランドやウエールズの自治問題がアスキスの言う「厳
格な」連邦制を意図していたこともあるだろう。
この1912年法案をめぐる議論は、当初の財政問題を中心とするものから、次第にアルスターの取り扱
いをめぐるものへと変化していき、南北アイルランドの合同を基盤としていたサミュエルの財政案も実
効性を失っていくことになった。また、議会法の規定で成立したものの、第一次大戦の影響で施行停止
となり、大戦後には状況の変化から実際に施行されることはなかった。法案による自治の試みは実現す
ることはなかったものの、従来の研究史に加えて、次のことを踏まえて法案の意義は理解されるべきで
はないだろうか。つまり、①完全分離を防ぐための妥協的な体制維持の試みというよりも、アイルラン
ドに自治を認め、直接統治から間接統治へと変更することによって、逆にアイルランドとイギリスの関
係強化が意図されていた、②政権運営のために、自由党政府が国民党の協力的姿勢に対する見返り的な
ものとして法案提出を行ったということだけではなく、両国間における財政問題をイギリスにとっても
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重大な懸案と考え、積極的に関与し、イギリスによる負担を軽減しようとしていたこと、③スコットラ
ンド選出議員への配慮に基づいて連合王国全体への連邦制導入の示唆が行われたというよりも、法案独
自の「連邦制」がすでに構想されており、示唆がむしろ逆に法案による自治実現の障害となり得たこと
である。
第V章結論
本章では、ここまでの議論を総括した上で、若干の展望を提示する。
1801年の連合成立以降、イギリスとアイルランドの財政制度は徐々に統合されていったが、その統合
の過程において、二つの問題を内在させることになったO 第一の問題は、担税力以上の税負担を強いら
れているというアイルランドにとっての財政的利害と言えるものであり、第二の問題はアイルランドに
おける支出の浪費的性格と全体的支出への拠出金の逓減というイギリスにとっての財政的利害と言える
ものであった。この財政問題の形成に対して、グラッドストンの自治構想、もアスキスの自治構想、もアイ
ルランドの浪費的支出を抑制し、可能ならば拠出金を確保するという点でともにイギリスの財政的利害
を強く優先させるものであり、法案の財政規定もそのための構造を持っていた。
この浪費的支出の忌避、 1912年段階ではイギリスによる財政負担の忌避という意図は、 19世紀半ばか
らのイギリスの自由貿易と自由放任に基づく帝国政策の延長線上にあるものであったと言える。しかし、
従来の帝国政策とは異なる側面も持っていた。グラッドストンは、アイルランドに関税自主権を容認せ
ず、拠出金による財政的収奪を維持しようとしたという点で、アイルランドを自治議会は認めるものの、
通商上の自主権は否定しており、自治領に対する政策とは異なる構想を意図していた。その一方で、、ア
スキスは、一定の留保を付した上で関税権を容認し、当面は拠出金を課さないという点で、グラッドス
トンとも異なり、連合王国議会への議員選出という点で自治領に対する政策とも異なる構想を意図して
いた。この変化に関しては、世紀転換期の自由貿易をめぐる論争の影響を受けたと思われ、さらなる検
討が必要となるだろう。
グラッドストン、アスキスのいずれの構想も連邦構想との関連で議論が進んだ、。両者の連邦構想、の基
盤にあったのは、イギリスとアイルランドの相互の善意に基づく、いわば非公式の理念的関係と、さら
に非公式の経済的関係であった。しかし、関税権の付与に関する議論は、連邦構想、としての両者の自治
構想の相違を明らかにする。前者が通商の一体性の維持を重視し、現在的意味での連邦制につながる性
格のものを意図した一方で、、後者は通商上の一体性以上に連邦参加邦の自律性を強く重視した。その意
味では、アスキスの構想、は今日の連邦制をめぐる議論につながらないものであったが、自律性と自発性
を重視する構想は当時の帝国のあり方とも密接に関連するものと言え、この点でもさらなる検討が必要
となるだろう。
論文審査結果の要旨
本論文では、 1886年、 1893年の自由党のグラッドストンのアイルランド自治法案を分析の起点とし
(第 E 章)、 1896年の王立勅命委員会最終報告書でとりまとめられた自由党の英愛財政関係の要点を分析
し(第E章)、最後に第一次世界大戦直前期に取りまとめられ、現実政策としては議会によって承認さ
れながらも、施行されることのなかったアスキスのアイルランド自治構想が分析されている(第N章)0
自由貿易政策によってインドのような公式帝国を最底辺とする植民地帝国を築きあげた大英帝国は、
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一方で国内的にはデヴォリューションを争点としているスコットランドやウエールズを抱えるととも
に、同時に他方では対外的にはオーストラリアやカナダのような自治領植民地を抱えていた。その中で
アイルランドをどう位置づけるか。
グラッドストン時代の英国は、航海条例を廃止し、最恵国条項を含む自由貿易政策を根幹として大英
帝国植民地体制を築いたが、その推進的担い手である自由党の財政政策は穀物法の廃止によって確保さ
れた財政均衡体制であった。従ってアイルランド統治のための自由党財政政策は、関税収入を英国国庫
が確保するとともに、その中から費用(拠出金)を捻出するものであり、その限りで英国議会へのアイ
ルランド議員の代表権は欠かせなかった。
しかし王立勅命委員会は、アイルランドの担税力の客観評価と同時に拠出金について「大きな浪費J
を指摘する。チェンバレンの特恵関税を挺子とした帝国連合運動の後、再度政権党となった自由党のア
スキスは、当面、保留サーヴィス(土地購入、老齢年金、国民保険等)を残しながらもアイルランドに
関税と消費税の課税権を認める形での自治法案を提出する。ここに見られる自由党の一貫した政策は、
財政の自己責任意識を喚起した上でのアイルランドへの自治権付与の姿勢である。そこにアイルランド
を「連邦制」的に統合しようとする際の英国独自の地域統合政策の歴史的特質が現れており、本論文は
その点を過不足なく解明している。よって本論文の提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに充分
な資格を有するものと認められる。
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